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全国の居住誘導区域内における生活サービス施設への徒歩アクセス性と人口密度ならびに災害危険性との関

連分析

Analysis on Relationship between Walking Accessibility of Life Service Facilities and Population Density, and Disaster 

Risk, in Nationwide Residential Promotion Areas 

藤森蓮＊ •松中亮治＊＊・大庭哲治＊＊ •田中皓介＊＊
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fu this study, we measured walking accessibility to life service facilities in rurtionwide residential promotion areas and 
compared the resulにbynrunicipality, and revealed that walking accessibility to medical facilities especially are high. Then, 
we examined the relationship between walking accessibility to life service:facilities and population density, and disaster risk 
per 500mmesh. We showed that the higher the population densities, the higher the walking accessibility to life service:facilities. 
We also made cleared that, for meshes with similar population densities, the higher the walking accessibility to life service 
:facilities, the lower the risk of landslide disaster, but the higher the risk of flood disaster, which was stronger in nrunicipalities 
with higher population densities in the residential promotion areas. 
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1.はじめに

2014年に都市再生特別措置法が改正され，立地適正化計

画制度が創設された．本制度において，住民の利便性は商

業施設や医療施設などの日常的に利用する生活サービス施

設へ徒歩で容易にアクセスすることができるのか，という

生活サービス施設への徒歩アクセス性により評価される

1)．そして，住民の利便性を詔面する指標として施設を中

心とする徒歩圏が用いられている．立地適正化計画作成の

手引きりの中で，都市構造の評価に関するハンドブック 2)

において記載されている生活サービス施設への徒歩アクセ

ス性の算出方法を用いて，類似人口形態の自治体との比較

を通して都市が抱える課題の分析・抽出を行い， 目指すべ

きまちづくりの方針を決定することが推奨されている． し

かし，生活サービス施設への徒歩アクセス性はすべての自

治体で計測されていない．

また，立地適正化計画制度では，人口密度を維持するた

めの居住誘導区域と，医療施設や商業施設などを誘導する

都市機能誘導区域が設定されている．そして，居住誘導区

域については「生活サービス機能の持続的な確保が可能な

人口密度水準が確保される面積範囲内の区域」を定めるこ

とが望ましいりとされている．居住誘導区域を設定するに

あたり，人口密度はDIDの4,000人心ザを基準とすること

が記載されているりが，どれほどの人口密度があれば生活

サービス施設への徒歩アクセス性が確保されているかにつ

いて十分に比較されていない．

さらに，居住誘導区域に含むべきでない区域として災害

危険性が高い区域を挙げており，災害レッドゾーンは「原

則として含まれるべきでない区域」，災害イエローゾーンは

「居住誘導区域に設定されるのが適当でないと判断される

場合，含まれるべきでない因成として基準を定めている．
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また， 2020年9月に改正された都市再生特別措置法施行令

の中で，居住誘導区域内の災害危険性が高い場所からの移

転を促進し，災害危険性を回避する防災指針を検討するこ

とが盛り込まれている．しかし，上砂災害警戒区域や浸水

想定区域などの災害イエローゾーンをどのように扱うかは

自治体に委ねられているのが尻伏である．加えて，居住誘

導区域内の生活サービス施設への徒歩アクセス性が高い場

所において災害危険性が高いのであれば，安全でない場所

に居住を誘導することになる懸念が生じる．

既往研究を概観すると，居住誘導区域の設定に関して人

口密度と災害危険性の観点から居住誘導区域の設定条件や

囀などを考察した研究 3)や，人口密度と住環境の視点か

ら判別分析を用いて居住誘導区域が設定された場所の要件

を明らかにした研究叫人口密度・公共交通利便性・災害

危険性の観点から，居住誘導区域の設定方針を全国横断的

に分析した研究 5)などが挙げられる．また，人口密度と生

活サービス施設への徒歩アクセス性の関連について，人口

密度と施設が立地する確率を分析した研究 6)や， DIDと施

設への徒歩アクセス性の関連性を分析した研究 7Jが挙げ

られる．災害危険性について分析した研究として，津波，

地震洪水，上砂災害の四災害の災害曝露人口を算出し，

経年的変化を分析した研究 8)や災害の危険性を有する居

住誘導区域の取り扱い方法について整理し，居住誘導区域

指定の要点を明らかにした研究9)が挙げられる． しかし，

生活サービス施設への徒歩アクセス性と人口密度ならびに

災害危険性の関連を比較分析したものはみられない．

よって，居住誘導区域内において，生活サービス施設へ

の徒歩アクセス性を人口密度と災害危険性という観点から

分析することは，居住誘導区域において生活サービス施設

への徒歩アクセス性と居住の安全性を確保したまちづくり
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を展開するための一つの基礎材料となる．

そこで，本研究では市街化区域を設定している自治体を

疇として，滉伏定められている居｛詞秀導区域内における

生活サービス施設への徒歩アクセス性を算出し，自治体内

における生活サービス施設への徒歩アクセス性と人口密度

ならびに災害危険性との関連を定量的に明らかにすること

を目的とする．

2.対象自治体の選定およびデータベースの構築

(1)対象自治体の選定および居住誘導区域のポリゴンデー

タの収集方法

本研究では， 2020年12月末時点で居住誘導図或を作成・

公表しており，かつ市街化区域を有する221の自治体を対

象とする．対象の221自治体のうち， 191の自治体につい

ては国士数値情報 10)において公開されている居住誘導区

域のポリゴンデータを用いることとし，国土数値湘報 10)に

おいて公開されていない 30の自治体については，各自治

体のホームページで公開されている居住誘導区域の画像デ

ータを用いて， GISソフト上で画像データび立置を合わせ

た上で，居住誘導区域のポリゴンデータを作成した．また，

対象とする自治体における市街化区域のポリゴンデータは，

国士数値情報 10)において公開されている 2018年都市地域

データを用いた．

(2)人口に関するデータ

人口のデータに関して，国土数値惜報 10)において公開さ

れている 500mメッシュ別将来惟計人口より 2015年の人

ロデータを用いた

(3)災害に関するデータ

災害危険性が涵い場所に関して，生活サービス施設への

徒歩アクセス性が高いのであれば，居住誘導区域外とすべ

き場所に人口が流入する懸念が生じる．そこで，国上交通

省の調査 11)により明らかとなっている，多くの自治体が居

住誘導区域に含んでいる災害イエローゾーンを対象とする．

そこで，災害に関するデータとして，国士数値惜報 10)にお

いて公開されている浸水想定区域・上砂災害警戒区域のデ

ータを用いた．

(4)生活サービス施設に関するデータ

国士形成計画の推進に関する世論調査 12)において， 「徒

歩・自転車で行ける範囲に必要な施設」をアンケートによ

り調査した結果，スーパー，個人商店など小規模な小売店

舗やコンビニエンスストア，病院，郵便局および銀行が上

位の回答として得られている．また，立地道正化計画作成

の手引き門こおいて，商業施設と医療施設ならびに福祉施

設が日常的に利用する施設として記載されている．そこで，

本研究では生活サービス施設として， 2020年度の電子電話

帳 13)において公開されているコンビニ，スーパー，食料品

店および金融機関のポイントデータと，国上数値清報 10)に

おいて公開されている医胴幾関ポイントデータを対象とす

ることとした．表lに，対象施設と徒歩圏を定義したもの

を示す．なお，福祉施設は全年齢の人々が利用する訳では
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ない点，老人ホームやホームヘルパーを含み，本研究の内

容である徒歩による利便性の確保と趣旨が逸れる点から，

本研究では対象に含めないまた，本研究ではデパートと

ディスカウントショップについて，スーパーのような購買

機能も含まれているため，スーパーに含めることとする．

医療機関については， 日常利用を想定しているため，紹介

状が不要な400床未満の病院・診療所を対象とする．

また，生活サービス施設への徒歩アクセス性として，徒

歩圏人口割合を用いることとした．徒歩圏人口割合は（自

治体の対象区域内における生活サービス施設の徒歩圏内人

口） ／ （自治体の対象区域内における全人口） XlOOと算出

する．徒歩圏内人口は，生活サービス施設の徒歩圏内に含

まれるメッシュの人口を面積按分することにより算出した．

なお，本研究では居住誘導区域内において，住民が少なく

とも一つの施設に徒歩でアクセスすることができるかを把

握するものであり，徒歩匿の重複などは考慮しないものと

する．

表l 対象施設と徒歩圏の定義

施設分類 対象施設の詳細 徒歩圏

コンビニ コンビニエンスストア 500m 

スーパー
デパート・スーパー・

800m 
ディスカウントショップ

食料品店 食料品店・嗜好品店 500m 

医療機関 400床未満の病院・診療所 800m 

金融機関
郵便局・銀行・

800m 
労働金庫・信用金庫

3．居住誘導区域内における生活サービス施設への徒歩アク

セス性に関する自治体単位の分析

(1)市街化区域内と居住誘導区域内における生活サービス

施設への徒歩アクセス性の比較

本研究で対象とした221の自治体の居住誘導区域内にお

いて，生活サービス施設の徒歩圏人口を集計した．表2に

市街化区域内と居住誘導区域内における生活サービス施設

の徒歩圏人口割合を算出したものを，固lに全対象自治体

における生活サービス施設の徒歩圏内・外の人口を集計し

たものを示す．

表2に示すように，いずれの施設においても市街化区域

内と比較して居｛且秀導区域内の徒歩圏人口割合の方が祁＜，

生活サービス施設への徒歩アクセス性が高い区域が居住誘

導区域に設定されていることがわかる．また，図 lに示す

ように，市街化区域内と比較して居住誘導区域内の生活サ

ービス施設の徒歩圏外となる人口は減少している．

表2 生活サービス施設の徒歩圏人口割合
コンビ スーパー 食料品店 医療機関 金融機関

市街化区域内の
82.68% 87.10% 72.88% 98.08% 91.94% 徒歩圏人口割合

居住誘導区域内の 8485% 
徒歩圏人口割合 ・ 

89.31% 78.33% 98.72% 93.73% 
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(2)居住誘導区域内における人口密度別の生活サービス施

設への徒歩アクセス性の比較

本研究において分析の対象とする自治体は 221と多く，

自治体の人口形態は様々であるため， 自治体により生活サ

ービス施設への徒歩アクセス性に差があると考えられる．

既往研究 6)7)において人口密度と生活サービス施設への徒

歩アクセス性に正の相関がみられることが示唆されてい

ることを踏まえ，居佑誘導区域内の人口密度により自治体

の分類を行う．分類方法として， DIDの基準が4,000人lkm2

であること，図2に示すように居住誘導区域内の人口密度

が3,000人加n2以上6,000人ぬn2未満である自治体が多数

存在する一方，他の人口密度区分における自治体数のばら

つきが大きいことを考慮し，自治体数が同程度となる3つ

に分類することとした．表3に居住誘導区域内の人口密度

別に分類した自治｛材攻を示す．

図3に，居住誘導区域内の人口密度別に分類した自治体
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における生活サービス施設の徒歩圏人口割合を自治体単位

で集計し，多重比較検定した結果を示す．いずれの生活サ

ービス施設においても，居佑誘導区域内の人口密度が高い

自治体ほど生活サービス施設の徒歩圏人口割合の平均値が

高く，有意な差がみられる．また，居住誘導区域内の人口

密度が4,000人如ザ未満である自治体では，他の自治体分

類と比較して徒歩圏人口割合の外れ値が多くみられ，居住

誘導図或内でも生活サービス施設への徒歩アクセス性が低

い自治体が多く存在することがわかる．特にコンビニやス

ーパーのような私営施設は利益を重視すると考えられるた

め，人口密度が低い自治体ほど徒歩アクセス性が低い傾向

は顕著であるといえる．一方，金融機関の徒歩圏人口割合

は，いずれの自治体分類においても外れ値があまりみられ

ない．これは金融機関に4割程度の割合で郵便局が含まれ

ており，公共性を有する施設であることから，徒歩でアク

セスしやすい場所に立地していると考えられる．しかし，

郵便局は民営化されており，今後も同様の徒歩アクセス性

が維持できるのか懸念される．医療機関に着目すると，居

住誘導区域内の人口密度が4,000人加ザ未満である自治体

の75％以上は，医療機関の徒歩圏人口割合が90％を超えて

おり，人口密度が低い自治体でも医療機関への徒歩アクセ

ス性は十分に確保されているといえる．立地適正化計画作

成の手引きりの中で，人口密度を確保することで生活サー

ビス施設への徒歩アクセス性を維持すると記載されている．

そのため，居住誘導区域において生活サービス施設への徒

歩アクセス性が確保されていない自治体は，同程度の人口

密度を有する自治体の徒歩圏人口割合の平均値を参考にし

て，住民の日常生活における利便性を確保するためにこれ

らの施設の徒歩アクセス性を考慮した区域設定を行うこと

も必要であると考えられる．

4. 500mメッシュ単位の居住誘導区域内における生活サー

ビス施設への徒歩アクセス性と人口密度の関連分析

3．では， 自治体単位で居住誘導区域内の生活サービス施

設への徒歩アクセス性を比較した．本章では， 500mメッシ

ュ単位で生活サービス施設への徒歩アクセス性と人口密度

の関係を分析する．ここで，自治体の人口形態は様々であ

り，生活サービス機能を維持する人口密度の基準に差があ

ると考えられるため，表3で示した居住誘導区域内の人口

密度により分類した自治体ごとに分析を行う．また，同一

自治体内でも生活サービス施設への徒歩アクセス性にばら

つきがあると考えられるため， 500mメッシュ単位で分析

する．分析を行うにあたり，生活サービス施設への徒歩ア

クセス性として徒歩圏カバー率を用いることとした．徒歩

圏カバー率は図象メッシュ内における生活サービス施設

の徒歩圏が占める面積） ／肉象メッシュの面積） XlOOと

算出する．

はじめに，自治体分類ごとにメッシュ人口密度と生活サ

ービス施設への徒歩アクセス性の関連を分析するため，

2015年における500mメッシュ別人口を用いて居住誘導区

域内に位置するメッシュを4分類する．分類の境界値はメ

ッシュ人口密度の四分位数とする．次に，人口密度による

メッシュの分類別に，生活サービス施設の徒歩圏カバー率

の平均値を算出する．

表4にメッシュ人口密度によりメッシュを分類したもの

を，図4にメッシュ分類別に生活サービス施設の徒歩圏カ

バー率の平均値を算出したものを示す．生活サービス施設

の徒歩圏カバー率の平均値の差を St.eel-Dwassの多重比較

法を用いて検定したところ，すべてのメッシュ人口密度に

よる分類において， 1％水準で生活サービス施設の徒歩圏カ

バー率に有意な差がみられた．すなわち，メッシュ人口密

度が高いほど生活サービス施設への徒歩アクセス性が高い

表4 メッシュ人口密度によるメッシュの分類

居住誘導区域内の
メッシュ人口密度 メッシュ人口密度

人口密度による
によるメッシュの分類 （人加nり

メッシュ数

自治体分類

下位25% ~987.1 2,179 

4,000人伯n2未満
下位50o/o-25% 987.1~2201 2 2,178 

上位50o/,,..,25% 2201 2~3766.9 2,178 

上位25% 3766.9~ 2,178 

下位25% ~15616 3,583 

4,000人hn2以上 下位50%-25% 1561 6~3511.9 3,582 

6,000人必付未満 上位50o/,,-25% 3511 9-5532.1 3,582 

上位25% 5532 1- 3,583 

下位25% ~2882.9 3,064 

6,000人hn2以上
下位50%~25% 2882 9~6341.9 3,064 

上位50o/,-25% 6341 9~9874.3 3,063 

上位25% 9874 3~ 3,064 
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下位25%
■メッシュ人口密度：
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下位25%
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■メッシュ人口密度
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■メッシュ人口密度
上位25%

図4 メッシュ人口密度別にみた生活サービス施設の

徒歩圏カバー率

-1121 -



公益社団法人日本都市計両学会都市計画論文集 Vo157No.3, 2022年10月
Journal of the City Planning Institute of Japan, Vol.57 No.3, October, 2022 

ことがわかる．また，居住誘導区域内の人口密度が6,000人

/km2以上の自治体でも，メッシュ人口密度が下位25％と低

い水準であるメッシュでは生活サービス施設への徒歩アク

セス性が低い特にコンビニやスーパーなどの購買機能を

持つ施設においてその傾向は顕著である．一方，医療機関

の徒歩圏カバー率に有意な差がみられるが，いずれの自治

体分類でもメッシュ人口密度が下位25％であるメッシュの

徒歩遡カバー率の平均値が8OO俎膨変と高く，居住誘導区域

内において徒歩でアクセスしやすい場所に立地していると

いえる．これは診療科目を区別していないことが，医胴幾

関の徒歩圏カバー率が裔い要因の一つとして考えられる．

以上より，生活サービス施設への徒歩アクセス性が高いほ

ど人口密度が高い傾向がみられ，居住誘導区域内の人口密

度が高い自治体でも，人口が集約していない場所では生活

サービス施設への徒歩アクセス性が低い傾向にあることが

わかる．よって，生活サービス機能を持続的に確保するた

め，人口密度が低い地域に補助金やインフラ整備など人口

を誘導する施策を講じることが重要であると考えられる．
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5. 500mメッシュ単位の生活サービス施設への徒歩アクセ

ス性と災害危険性との関連分析

本章では，メッシュ人口密度が同程度のメッシュにおい

て，生活サービス施設への徒歩アクセス性と士砂災害・洪

水災害との関連を分析する．人罪密度による影聾を除くた

め，表4のメッシュ人口密度により分類を行ったメッシュ

のうち，下位25％と上位25％のメッシュを対象とする．

図5と図6に，居住誘導区域内の人口密度に基づいて分

類した自治体ごとに，生活サービス施設の徒歩圏カバー率

別に上砂災害警戒区域カバー率の平均値を算出し，士砂災

害警戒区域カバー率の平均値の差を多重比較法により検定

した．

メッシュ人口密度が下位25％であるメッシュに着目する

と，図5に示すように生活サービス施設の徒歩圏カバー率

が高いメッシュほど，上砂災害警戒区域カバー率が低い傾

向がみられる．また，人口密度が4,000人ぬn2未満の自治

体のコンビニとスーパーの双方で有意な差がみられるのは，

徒歩圏カバー率が 25％未満と 75％以上の組み合わせだけ

人口密度が4,000人/km'
未満の自治体

*＊ 
↓ 9 

コンビニスーパー食料品店医療機関金融機関

徒歩圏カバー率
0%~25% 

■徒歩圏カバー率
25%~50% 

■徒歩圏カバー率
50o/~75% 

■徒歩圏カバー率．
75%~100% 

図5 メッシュ人口密度下位25％における生活サービス

施設の徒歩圏カバー率別の土砂災害警戒区域カバー率

(Steel-Dwassの多重比較法＊ ：P<0.05 **: P<0．01) 

•
[ ”

[
 

”
[

”
[
 

5
0
4
5
4
0
3
5
3
0
2
5
2
0
1
5
1
0
5
 

（
茎
）
謄
ー
}
‘
B
葺
凶
封
枷
伽
潔
へ
4
廿

コンビニスーパー食料品店医療機関金融機関

人口密度が4,000人1km'

未満の自治体

閂

徒歩圏カバー率
Oo/~25% 

■徒歩圏カバー率
25%~50% 

■徒歩圏カバー率
50%~75% 

■徒歩圏カバー率
75%~100% 

50 50 

てこ＼ 4 5 人口密度が4,000人心n2 r ら45 |人口密度が4,000人年
40 以上6,000人K面未満の 40 以上6,000人ん而未満の

『35 自治体 『35 自治体

i ！ i: 
ヽ 30
千ミ

徒歩圏カバー率 百25 徒歩圏カバー率
I ．． I I ＊＊ I 

＼ 
I ＊＊ I Oo/~25% I ? Oo/.-25% 

9 ＊ 9 ＊＊ 9 

i i 
■徒歩圏カバー率 ■徒歩圏カバー率

閂 25o/~50% 
I ＊＊ I 

25o/~50% 
10 

・り
10 

t ■徒歩圏カバー率 9 ．． 9 ■徒歩圏カバー率
5 50o/~、75% 5 閂 ヂ -50o/~75% 

゜
■徒歩圏カバー率 r゚、1---. nー • ~ ...... ■徒歩圏カバー率

コンビニスーパー食料品店医療機関金融機関 75o/~100% コンビニスーパー食料品店医療機関金融機関 75o/~100% 

50 50 

r ふヽ 45 
人口密度が6,000人/km'

てさ； 4 5 
|人口密度が6,000人阿

40 
以上の自治体

40 
以上の自治体

『35 『35
l 9 **＊ ＊ 9 l I 占*＊ I l ** i -R ヽ30

占 9 ．． 9 -R ヽ30

I: 25 ,.., 閂 占

＼ 

l ** l 徒歩圏カバー率 百25 徒歩圏カバー率

g ! 290 5 
＼ 

9 ＊＊ 9 9 ．． 9 ,1 
0%~25% 

「
oo/ゎ 25%

・J i 
■徒歩圏カバー率 15 I •• I ■徒歩圏カバー率
25%~50% 25%~50% 

10 10 9 .. 9 I ．． l 
l 9 ． ＊＊ 9 l ■徒歩圏カバー率 ■徒歩圏カバー率

5 50%~75% 5 ー「 閂 ―＊ 50%~75% 

゜
■徒歩圏カバー率 0 l"""L p.,a,, 

---- r'L- ■徒歩圏カバー率
コンビニスーパー食料品店医療機関金融機関 75%~100% コンビニスーパー食料品店医療機関金融機関 75o/~100% 

図6 メッシュ人口密度上位25％における生活サービス

施設の徒歩圏カバー率別の土砂災害警戒区域カバー率

(Steel-Dwassの多重比較法＊： P<0.05** : P<0.01) 
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である．しかし，居由誘溝区域内の人口密度が高い自治体

ほど，より多くの徒歩圏カバー率の組み合わせにおいても

士砂災害警戒区域カバー率に有意な差が多くみられる．

メッシュ人口密度が上位25％であるメッシュに着目する

と，医6に示すように生活サービス施設の徒歩圏カバー率

が裔いメッシュほど土砂災客警戒区域カバー率が低い傾向

がみられる．また，生活サービス施設の徒歩圏カバー率に

よるいずれの分類においても，図5に示した人口密度が下

位25％のメッシュと比較して，土砂災害警戒区域カバー率

が低い水準であることがわかる．すなわち，同程度の人口

密度である場所において，生活サービス施設への徒歩アク

セス性が高いほど士砂災害の危険性が低い傾向がみられ，

人口が集約している場所では人口が集約していない場所と

比べて土砂災害の危険性が低いことがわかる．なお，生活

サービス施設への徒歩アクセス性が低い場所は士砂災害警

戒区域に指定されるような山間部であり，みかけの結果と

して現れている可能性があることに留意することが必要で

ある．また，医療機関については，徒歩圏カバー率が75%

以上を除く分類の対象メッシュ数が少ないため，ばらつき

50 

45 

ヘ、苓-40 
人口密度が4,000人/km'

未満の自治体

'., 35 30 
I ＊＊ I I ．． I 

-R 25 

| 1~ 
徒歩圏カバー率

聾凶 20 0%~25% 

似 15 ■徒歩圏カバー率
顆そ9月1 0 

25%~50% 

■徒歩圏カバー率
5 50%~75% 

゜
■徒歩圏カバー率

コンビニスーパー食料品店医痘機関金融機関 75%~100% 

50 

45 人口密度が4,000人1km'

＾ ~ 40 ．． 
l 9 ＊＊ ＊ 9 l 

*＊ 
←.一.咋 以上6,000人八面未満の

ヽ I I I I l 占 自治体●●圏カバー率

髯'i
ヂ

ク~ 30 

| 
-R25 

寅凶 20 0%-25% 

似 15 ■徒歩圏カバー率
顆-lE mM 10 

25%~50% 

■徒歩圏カパー率
9‘̀ 5 

50%~75% 

゜
■徒歩圏カバー率

コンビニスーパー食料品店医療機関金融機関 75o/か 100%

50 

45 

＾ こ~ 40 人口密度が6,000人km2

以上の自治体

'., 35 

＊＊ 
I I 

30 I ．． I 9 ．． 9 l ＊＊ l 

-R 25 
9 ．． 9 

I ．． I 土 閂 徒歩圏カバー率

g⑳ j| 1 4 
i ． l 

}| 
0%~25% 

はそ9月11 0 5 5 |ll 
■徒歩圏カパー率
25%-50% 

■徒歩圏カバー率
50%~75% 

゜
■徒歩圏カバー率

コンビニスーパー食料品店医療機関金融機関 75%-100% 

図7 メッシュ人口密度下位25％における生活サービス

施設の徒歩圏カバー率別の浸水想定区域カバー率

(Steel-Dwassの多重比較法＊： P<0.05**: P<O.01) 
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が大きくなりやすく，特異値となる傾向がある点に注意す

る必要がある．

次に，図7と図8に居住誘導区域内の人口密度に基づい

て分類した自治体ごとに，生活サービス施設の徒歩圏カバ

ー率別に浸水想定区域カバー率の平均値を算出し，浸水想

定区域カバー率の平均値の差を多重比較法により検定した．

メッシュ人口密度が下位25％であるメッシュに着目する

と，図7に示すように生活サービス施設の徒歩圏カバー率

が高いメッシュほど，浸水想定区域カバー率が高い傾向が

みられる．有意差に管目すると，人口密度が 4,000人/krn2

未満の自治体では医療機関を除く施設の徒歩圏カバー率が

25％未満と 75％以上の組み合わせにのみ浸水想定区域カバ

ー率に有意な差がみられる． しかし，居住誘導区域内の人

口密度が高い自治体ほど，より多くの徒歩園カバー率の組

み合わせにおいても浸水想定区域カバー率に有意な差が多

くみられる．

メッシュ人口密度が上位25％であるメッシュに着目する

と，図8に示すように生活サービス施設の徒歩圏カバー率

が高いメッシュほど浸水想定区域カバー率が高い傾向がみ
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図8 メッシュ人口密度上位25％における生活サービス

施設の徒歩圏カバー率別の浸水想定区域カバー率

(Steel-D碑 sの多重比較法＊ ：P<0.05 **: P<0．01) 
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られる．いずれの自治体分類においても浸水想定区域カバ

ー率に有意な差がみられるが，人口密度が 6,000人hn2以

上の自治体では，徒歩圏カバー率が25％未満における浸水

想定区域カバー率より徒歩圏カバー率が 25o/a-50％におけ

る浸水想定区域カバー率の方が約30％程度高いことがわか

る．これより，生活サービス施設への徒歩アクセス性が高

いほどi共水災害の危険性が高い傾向がみられ，居住誘導区
域内の人口密度が高い自治体ほど強い傾向があるといえる．

本章の中で，同程度の人口密度の場所においても生活サ

ービス施設への徒歩アクセス性と士砂災害・洪水災害に関

連がみられるのかを多重比較法により検定した．結果とし

て，生活サービス施設への徒歩アクセス性が高いほど土砂

災害の危険性が低い傾向があることを示したなお，生活

サービス施設への徒歩アクセス性が低い場所は山間部に多

く，みかけの結果として現れている可能性があることに留

意する必要がある．一方，生活サービス施設への徒歩アク

セス性が高いほど洪水災害の危険性が高い傾向がみられ，

居住誘導区域内の人口密度が大きい自治体ほど，強い傾向

があることを明らかにした．すなわち，彿伏設定されてい

る居住誘導区域では，生活サービス施設への徒歩アクセス

性が高い場所が洪水災害の危険性が高い場所に集まってお

り， 4.の結呆を踏まえると，洪水災害の危険性が高い場所

に人口が流入する懸念が生じる．そのため，自治体は将来

人口動態を踏まえて洪水災害の危険性の検証・評価を行い，

防災対策や減災対策を講じることが災害リスクを減少させ

るために必要である．そして，ハード面での対策が困難で

あるならば，人口の流入を抑制する策を講じることと共に，

犀旦秀導区域に含めるべきであるかを検討する必要がある

と考える．

6.おわりに

本研究では，居住誘導区域内における生活サービス施設
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していない場所では生活サービス施設への徒歩アクセス

性が低い傾向にあることを示したよって，生活サービス

機能を持続的に確保するために，人口が確保されていると

はいえない地域に補助金やインフラ整備など，人口を誘導

する施策を講じることが重要であると考えられる．

また，メッシュ人口密度が同程度のメッシュにおいて，

生活サービス施設への徒歩アクセス性が麻いほど士砂災

害の危険性が低い傾向が見られることを示した．一方，生

活サービス施設への徒歩アクセス性が高いほど洪水災害

の危険性は高く，居住誘導区域内の人口密度が高い自治体

ほどその傾向が強まることを明らかにしたすなわち，自

治体が生活サービス施設への徒歩アクセス性の確保を目

指す際，洪水災害の危険性が高い場所に居住を誘導する可

能性があることに注意し，堤防などの防災対策や減災対策

を施すことが重要である．そして，防災対策を行った上で

洪水災害の危険性が高い地域が居住謗導区域内に含まれ

るならば，自治体は居住誘導区域の設定を見直す必要があ

ると考えられる．
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